
財務の状況 トピックス

■令和4事業年度決算の概要
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資産の部 令和3年度 令和4年度 対前年度増減

固定資産 619 632 13

有形固定資産 616 622 6

無形固定資産 2 2 0

投資その他の資産 0 7 7

流動資産 66 62 △ 4

資産合計 685 695 10

負債の部 令和3年度 令和4年度 対前年度増減

固定負債 97 9 △ 88

流動負債 58 67 9

負債合計 155 77 △ 78

純資産の部 令和3年度 令和4年度 対前年度増減

資本金 489 489 ー

資本剰余金 20 22 2

利益剰余金 19 105 86

純資産合計 529 617 88

負債・純資産合計 685 695 10

創立100周年
静岡大学創立の源流となった旧制静岡高等学校および旧制浜松高等工業学校から創立100周年を迎え、静岡、浜松の各キャンパスにおいて
記念式典を開催しました。特に、浜松キャンパス100周年記念事業（静岡大学未来創成基金）により、寄附金の受入れが増加しました。

貸借対照表
貸借対照表は、決算日（3月31日）におけるすべての資産、負債および純資産を記載することにより、
財政状態を明らかにするためのものです。

令和4事業年度の科目構成

有形固定資産の減価償却率の推移

グローバル共創科学部設置準備
令和5年4月から新規開設されるグローバル共創科学部の設置準備のため、広報活動や設備整備を進めました。グローバル共創科学部は、
社会的課題が多様化・複雑化する現代社会において、多様な人々と協働し、人文・社会科学から自然科学に至る広汎な知をつなぐことで、
複眼的な視点から社会的課題を捉え、「総合知」を創造・活用し、未来社会を構想できる「共創型人材」を育成することを目的としています。
この新学部では、本学が有する6学部の教育成果を融合し、地域創造学環を発展的に取り込むことに加え、海外研修やデータサイエンスに
関する充実したカリキュラムを展開することにより、実践的で特色ある教育プログラムを提供しています。

自己収入拡大のための活動推進
ネーミングライツ事業を拡大し、新たに4企業と契約を結びました。受託研究、共同
研究活動が進捗したことに伴う受託・共同等の収益の増加等により、外部資金等
収益が増加しました。令和4年度より、金融機関等と協定を締結し、遺贈による寄附
の受付を開始しました。広報を通じた積極的な情報発信や連携強化に努めてい
ます。また、竹林洋一名誉教授からの寄附金により「学びのイノベーション基金」
を設立しました。人材育成と産業創出を目的とし、本学でのAIとVR・メタバース
関連の教育研究、心身の健康増進や地域づくりへ活用します。

学びのイノベーション基金
覚書締結式
竹林名誉教授（左）と
日詰学長

[ 資産 ]  [ 負債・純資産 ]  

簿価 減価償却累計額 減価償却率 簿価 減価償却累計額 減価償却率

30.4％

62.0％

82.0％ 82.6％ 86.3％ 86.4％ 87.3％ 86.6％

5.4％

28.7％
39.5％ 42.5％ 43.7％ 45.4％ 47.5％ 49.2％

令和4事業年度　貸借対照表の主な増減要因

投資その他の資産の増加
財政基盤の強化を図るとともに、将来の教育研究の発展に資することを目的に、債券の取得による資金運用を開始しました。これにより、
固定資産である投資その他の資産が増加し、流動資産である普通預金が減少しました。

有形固定資産の増加
教育のオンライン化に伴い急加速したネットワーク利用や流量
増加に対応するため情報基盤を増強したこと、キャンパス集約
スイッチ老朽化に伴う更新及び研究用機器整備等により、工具
器具備品が増加しました。これを主な要因とし、有形固定資産
が増加しました。 単結晶Ｘ線構造解析装置 

図書等 
54 

（7.8％）

建築等 
226 

（32.5％）

工具器具
備品等 

16 
（2.3%）

土地 
325 

（46.9％）

固定負債 
9 

（1.4％）

流動負債 
67  

（9.7％）資本剰余金 
22  

（3.2%）

利益剰余金 
105  

（15.2％）

固定資産 
632 

（91.0％）

資産
695億円

資本金 
489

（70.5％）

負債・純資産
695億円

流動資産 
62 

（9.0％）

無形・投資資産 
10 

（1.5％）
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科目 令和3年度 令和4年度 対前年度増減

経常費用 179 180 1

教育研究費 41 42 1

受託・共同等経費 12 14 2

人件費 119 116 △ 3

一般管理費等 6 7 1

臨時損失 0 0 0

当期総利益 6 91 85

合計 186 273 87

科目 令和3年度 令和4年度 対前年度増減

経常収益 182 183 1

運営費交付金収益 92 91 △ 1

学生納付金収益 58 59 1

外部資金等収益 20 25 5

施設費収益 1 1 0

その他雑益等 10 4 △ 6

臨時利益 2 88 86

目的積立金取崩額 1 1 0

合計 186 273 87

単位：億円

[ 費用 ]  [ 収益 ]  

●  年度初からの電気・ガスの高騰に伴い、大幅な光熱費の増加（対前年度比
2倍）が大学運営への影響を及ぼしています。

●  新型コロナウイルス感染症のため、活動の縮小を余儀なくされた前年度と
比較して、行動制限の緩和により学会参加や出張等の研究活動が再開
され、旅費をはじめとする教育研究費が増加しました。

●  国立大学法人会計基準の一部改訂により、令和4年度から資産
見返勘定が廃止されました。これに伴い、大幅に臨時利益が増加し、
固定負債が減少しました。

学生一人あたり
856千円をかけて
教育を行っております。
                       （年間）

臨時損失
0 

（0.4％）

教育研究費 
42  

（23.4％）

目的積立金等取崩額 
1 

（0.5％）

運営費
交付金収益 

91 
（33.6％）

学生納付金収益 
59 

（21.8％）

外部資金等 
25 

（9.5％）

施設費収益 
1 

（0.5％）

その他雑益等 
4  

（1.7％）

臨時利益 
88 

（32.4％）

受託・共同等 
14  

（8.0％）

差額91億円

人件費
 116 

（64.2％）

一般管理費等 
7  

（4.0％）

費用
18１億円

収益
273億円

◆当期純利益
費用と収益の差額91億円が当期純利益となります。

令和4事業年度　損益計算書の主な増減要因

[ 経常費用 ]  [ 経常収益 ]  学生納付金収益運営費交付金収益

外部資金等収益

教育経費人件費

受託研究費等 一般管理費等

研究経費 教育研究
支援経費 雑益

人文社会科学部※

教育学部※

情報学部※

理学部※

工学部※

農学部※

創造科学技術大学院

光医工学研究科

電子工学研究所

グリーン科学技術研究所

附属学校

法人本部

全学共通施設等

単位：百万円

1,350 1,872

1,428 1,684

1,137 1,500

1,194 1,503

3,083 3,966

1,305 1,474

430 365

90 66

549 463

334 287

1,408 847

2,970 2,292

2,818 2,013
※研究科含む

学生1人当たりの授業料は年間約535千円ですが、実際に学生1人当たりの教育コストはどのくらいなのでしょ
うか。学生1人当たりの教育経費を示す指標として、「学生当教育経費」という指標があります。これは、「教育
経費÷学生数」で表され、この数値が大きいほど学生1人当たりの教育に要する経費が高いことを示します。
しかし、教育に係るコストは教育経費のみではなく、附属図書館や各種センター等の大学全体を支援するための
施設等の運営に要する経費や学生を支える教職員の人件費も含まれます。これらの経費（※下記参照）を合計し
学生数で割ると、令和4年度の学生1人当たりの教育コストは約856千円となりました。静岡大学は適切に教育
コストを投じて人類の未来と地域社会の発展に貢献できる人材の育成や教育研究環境の整備を行っています。

学生一人当たり年間コストの推移
千円

1000

0

500

29年度 令和4年度令和3年度令和2年度令和元年度30年度

883

348

863

328

873

338

845

310

867

332

856

授業料
535千円

321

※教員人件費の1/2＋学務系事務職員にかかる人件費

●  教育に要した経費  8,599,192千円 [算出方法 ] 
教育に要した経費÷学生数

●  学生数 　　　　   10,049人

図書の
当期増加額の

1／2

特定資産の
減価償却費の

1／2

教育経費 人件費※
教育研究
支援経費

損益計算書
損益計算書は、一会計年度（4月1日～3月31日）に発生したすべての費用と収益を記載し、
経営状態を明らかにするためのものです。

部局別の経常費用と経常収益の状況
部局別に経常費用と経常収益を比較することにより、各セグメントの規模と構成の特徴を見ることができます。

令和4事業年度の科目構成
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共同研究受入額の推移

寄附金受入額の推移■財務指標

■外部資金等の受入状況

財務指標とは、財政状態や運営状況がどのようになっているかを総合的に把握し分析するための基礎データで、今後の大学運営の改善、新たな取り組みに
向けての参考情報となるものです。ここでは同規模である「中規模10法人」平均値と静岡大学との比較を行っています。

静岡大学の運営は、主に運営費交付金及び授業料等の学生納付金で行われていますが、補助金等競争的資金の獲得、また、受託研究・共同研究・受託
事業等、企業や個人のみなさまからの寄附金等の支えにより、安定した教育・研究活動や地域貢献活動等を継続しています。

[ 令和４年度各種外部資金受入額の静岡大学と中規模10法人平均との比較指数 ]

1.人件費率【効率性】
29年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 増減

10法人平均
（※1）

令和4年度指標の内容 計算式

業務費に占める人件費の割合を示す指標。
総人件費改革などにより毎年一定率の減少
傾向にあります。大学の規模や病院の有無
等により比率は異なります。

人件費／業務費 68.7 67.1 67.5 70.1 69.0 67.1 △1.9 67.4

２.学生当教育経費【活動性】
29年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 増減

10法人平均
（※1）

令和4年度指標の内容 計算式

学生1人当りの教育経費を示す指標。ただ
し、この数値は物件費だけで、国立大学法人
の業務構造上、人的資源が主であり、その
人件費が含まれていないことに留意する必
要があります。

教育経費／
学生実員（※2）

208 206 222 203 213 215 2 294

３.教員当教育経費【活動性】
29年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 増減

10法人平均
（※1）

令和4年度指標の内容 計算式

教員1人当りの研究経費を示す指標。ただ
し、この数値は物件費だけで、国立大学法人
の業務構造上、人的資源が主であり、その
人件費が含まれていないことに留意する必
要があります。

研究経費／
教員実員（※3）

1,664 2,115 1,749 1,502 1,559 1,869 297 1,828

単位：％

※1 表中の10法人平均とは、中規模で病院がない岩手、茨城、宇都宮、埼玉、お茶の水、横浜国立、和歌山、北海道国立大学機構、奈良国立大学機構、静岡大学のことを指しています。
※2 学生実員とは、学部生、修士、博士、専門職学位を指しています。
※3 教員実員とは、常勤教員（任期付き教員を含む）を指しています。

科学研究費等受入額の推移 直接経費
間接経費単位：百万円 単位：百万円

単位：百万円

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

30年度

29年度

0 500 1000 1500 2000 2500

794 217 1012

796 238 1035

702 228 930

706 204 910

715 209 924

781 225 1007

未来創成基金以外
未来創成基金

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

30年度

29年度

0 400200 800600 1000 1200 1400

416 195 612

329 118 447

296 68 364

345 84 429

300 43 344

298 19 317

施設費補助金等受入額の推移

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

30年度

29年度

0 500 1000 1500 2000 2500

1402

672

995

474

1130

受託事業受入額の推移

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

30年度

29年度

0 100 200 300 400 500 600

11 114 88 218

30 132 30 192

30 156 17 204

40 189 25 255

60 185 28 274

80 164 26 270

受託研究受入額の推移 国等
独法等
株式会社等

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

30年度

29年度

0 800400 1200 160014001000600200

56948 75 692

63634 88 760

45962 76 598

401220 64 687

364291 51 707

362196 42 601

国等
独法等
株式会社等

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

30年度

29年度

0 600 800400200 1000 1200

5004 517

45310 466

4068 415

46410 474

3846 391

3507 357

補助金等受入額の推移

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

30年度

29年度

0 400200 800600

594

624

860

428

364

430

間接経費受入額の推移

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

30年度

29年度

0 300200100 400 500

122138 11 2 274

102145 4 4 257

92118 4 6 222

60111 7 10 189

39109 8 5 162

31102 8 6 149

国等
独法等
株式会社等

1950

受託研究
共同研究
受託事業
補助金等

グラフについて
中規模法人で附属病院がない岩手、茨城、
宇都宮、埼玉、お茶の水、横浜国立、和歌山、
北海道国立大学機構、奈良国立大学機構、
静岡大学を「中規模法人」とし、各法人の財
務諸表に計上されている各種外部資金受入
額を指数に置き換え、その平均を１とした場
合の静岡大学の位置づけを指数にして表し
たものです。

静岡大学 中規模10法人平均

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00

1.86
1.31

1.27

2.18

1.98

1.86

1.51

施設整備費

受託研究共同研究

寄附金受託事業等

補助金等科学研究費等

単位：百万円

単位：百万円 単位：百万円

単位：百万円 単位：百万円
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